
「地域を支える建設業」検討会議 

第 40 回全体会議 
 

⻑野県提出資料 
 

 

 

 

 

県資料 １ 入札制度の見直しについて … 1 

県資料 ２ 施工者希望型週休２日工事の経費等の補正について … 7 

県資料 ３ 新型コロナウイルス対策に伴う熱中症予防における現場管理費 
の補正について 

… 9 

県資料 ４ 令和 2 年度 ＩＣＴ活用工事等への取組について … 11 

県資料 ５ 建設産業における担い手の確保・育成と生産性の向上について … 13 

県資料 ６ 建設女性の会設立について … 31 

県資料 ７ 令和２年７月豪雨の状況 … 33 

県資料 ８ 「災害時における応急対策業務に関する細目協定」に基づく体制 
確保について 

… 39 



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入札制度の見直し等について 

 

 

「地域を支える建設業」検討会議 

第 40 回 全体会議 

 

 

 

県資料１ 

-1-



Ⅰ　受注希望型競争入札の状況

 １ 建設工事  （環境部・農政部・林務部・建設部・企業局）

6.3

2.5

　(3) 地域別(10ブロック）の動向

7月

290 31 5 254 4.0

92.4 92.6

204 50 1,967

令和2年度 4月

技術管理室

注）集計は、開札日を基準としている。（森林整備を除く）

2月

3月

区　　分

合　計

4月

5月

6月

令
和
元
年
度

8月

9月

10月

11月

12月

1月

101 14 4 83 3.4

6

※令和元年8月1日以降の公告案件から見直し後の失格基準を適用　

107 14 2 91

地元受注率（金額）（％） 85.491.9 94.7 88.4 85.9 95.2 83.1

95.1 92.9 97.0 84.9 93.1

52.0 76.0

91.9 88.9

94.1 81.7

94.0 90.2 92.2

14.5 7.0 6.4

94.0

93.5

93.1

211 12 4 195 8.6 93.1

78 1 4 73 6.6

平均落札率（％） 92.6 92.3

　(2) 近年の入札状況

諏訪

合　計 5.2

271 15

142 20

佐久 上田

平
成
30
年
度

95.7

地元受注率（件数）（％）

92.9 92.7 97.4

長野 北信 全県

6.8 7.5

上伊那 南信州 木曽 松本 北ｱﾙﾌﾟｽ

2,221

平均参加者数（者）

2月

3月

181 32 3 146 3.6 95.2

235 27 6 202 4.6 95.0

116 4.2 94.9

2 254 5.0 95.1

123 13 0

1,867 88 48 1,731 7.5

218 21 6 191 5.0

273 16 6 251 5.4

2 4 92 8.698

139 10 5 124 5.9 93.7

134 13 3 118 5.9 93.0

183 13 5 165 5.1 93.2

135 10 12 113 5.6 93.6

238 9 4 225 6.0 93.1

188 11 5 172 7.3 92.8

応札なし 不調 契約

81 0 2 79 11.8 92.9

受注希望型競争入札の実施状況について

開札合計
　　(件)

平均参加者数(者） 平均落札率(%)

2 207 8.4 92.9

106 1
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平
成
3
0
年
度

4月
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8月
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1月

0

令
和
元
年
度

6.6 4.6

95.5 94.2

92.6 85.6

76.8 74.9

平均参加者数（者）

平均落札率（％）

地元受注率（件数）（％）

地元受注率（金額）（％）

4.3 5.8 6.2 5.2

93.3 94.3 94.0 98.2 94.9

86.7 63.0 79.5 90.0 75.1 68.0 87.7 58.3 76.0

93.1

7.0 3.3 5.5 5.0 9.5 7.8

93.1

93.7

95.1

94.4

110 4.2 95.1

92.5 93.193.9 93.8

3.2 96.0

94.0 88.0 89.7 86.8 93.4 88.7 94.9 86.0

95.4 93.7 93.4

91.0

94.4

4.5 5.3 5.2 2.6 4.8

　(1) 平成30年度、令和元年度の状況

93.2
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0 56 10.9 92.9
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落札額総額と入札参加者数、落札率の推移
落札額総額

（百万円）
落札率

落札金額

平均落札率

平均参加者

12者
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11者

13者
11者
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11者 11者
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　(2) 近年の入札状況

6.3

2.5

Ⅱ　総合評価落札方式の状況

令和2年度 4月 53 0 1 52 14.0 89.9

工
事

43 3 5 4

5,294 464 453 562

- - 26

（単位：件）

区分
平成16～27年度
（～H20試行）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 備　考

11.8 90.0

3月 68 0 0 68 12.4

合　計

89.9

1,709 51 15 1,643

2月 141 3 1 137 12.0 89.9

1月 114 0 0 114 11.2 90.1

12月 111 5 2 104 7.9 90.0

11月 134 13 0 121 7.2 90.2

10月 183 16 4 163 7.4 89.9

9月 174 7 2 165 9.8 90.2

1,687 10 6 1,671 15.5

89.95月 99 1 1 97 16.5

4月 70 0 0 70 17.9 89.9

合　計

令
和
元
年
度

6月 174 0 2 172 15.2 90.0

90.0

8月 199 3 0 196 12.3 90.0

7月 242 3 3 236 14.2

3月 50 0 0 50 16.4 89.9

2月 170 0 0 170 14.9

89.3

10月 156 2 1 153 13.3

1月 153 2 0 151 15.1 90.0

12月 82 2 0 80 14.6

11月 167 3 1

5月 93 0

6月

2

163 13.7

207 1 0

7月

164 0 0

注）集計は、開札日を基準としている。（森林整備を除く）　(1) 平成30年度、令和元年度の状況

区　　分

平
成
3
0
年
度

221 0 0 221 16.6 89.9

206 15.7 89.7

8月 191 0 1 190 14.4

9月

4月 33 0 1

不調 契約

32 17.9

89.6

89.7

91 18.3

164 18.5 89.8

平均落札率(%)

89.8

89.6

90.1

89.8

89.8

 ２ 委託業務　（環境部・農政部・林務部・建設部・企業局）

開札合計
　　(件)

平均参加者数(者）
応札なし

合計 7,566 768 1,085 1,602

委
託
業
務

59 4 6 5

2,170 297

- - 228 346簡易Ⅱ型

計

簡易Ⅱ型

技術等提案型

簡易型

計

104

5,337 467 484 670

地域貢献等 - - - -

技術等提案Ⅱ型を含む

技術等提案Ⅱ型を含む

令和元年度

8

696

103

843

0

36

2,229 301 601

559

306

865

1,708

932

581367簡易型

技術等提案型

6,087 6,717 6,721 6,417 6,080 8,006 7,070 6,206 7,618 7,029 10,098 9,779 

74.7%
78.3%

83.7%
82.2%

84.1% 84.7% 84.7% 84.8%

89.7%
89.8%

89.8% 90.0%

70%
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落札額総額と入札参加者数、落札率の推移 落札率
落札額総額

（百万円）
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12者
落札金額

平均落札率

平均参加者
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１ 経過 

地元建設企業がその役割を担い続けることができるよう、地元企業の受注機会の拡大と技術力

の維持・向上を図ることを目的に令和元年８月以降の公告案件から『総合評価落札方式（地域貢献

等簡易型）』の試行を開始している。 

同様に地元企業の受注機会の拡大等を目的として実施している『地域貢献等を基本要件とする

受注希望型競争入札』については、公平性等の観点から廃止し、今後は、『総合評価落札方式（地

域貢献等簡易型）』に統合し、地元企業の受注機会の拡大等を図りたい。なお、統合に当たり、制度

の一部見直しを行うものである。 

 

２ 見直し内容 

 

 

３ 対象工事 
  土木一式工事（予定価格 5,000 万円未満）、とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事（予定価格 3,000 万円未満） 

 

４ 適 用 
  令和２年７月の公告案件から適用 

①
工事成績

（必須） 評価点＝2点×（工事成績点-65）/（最高工事成績点-65）

（必須）
過去５年間又は現年度に管内の災害復旧工事（県発注）の実績を有する者
※発注機関の長の判断により、求める実績の期間は延長できる

（必須）
過去５年間又は現年度に管内の災害応急活動（県発注）の実績を有する者
※発注機関の長の判断により、求める実績の期間は延長できる

（必須）
過去２年間又は現年度に県の小規模補修当番に登録（小規模維持補修工
事等に関する施工体制確認型契約を含む）した者

(選択）
発注機関が定める地域貢献等の実績を有する者
例)除雪契約、地域の安心・安全の確保への活動など

③
災害時体制

（必須）
災害対応重機を保有する者
例）ショベル系掘削機、ブルドーザー、トラクターショベル、大型ダンプ車等

対象工事の近隣に本店を有する者
例)旧市町村、大字単位など市町村をさらに細分化した地域内
※発注機関の長の判断により、評価点を2.0点とすることができる

1.0

※2.0

上記以外で対象工事と同一市町村に本店を有する者
※上記評価点を2.0点にした場合は、当該評価点を1.0点とする

0.5

※1.0

⑤
配置技術者

（必須） 主任技術者に若手技術者（40歳未満）を配置する場合

⑥
施工体制

（必須）

長野県発注工事の手持ち工事量
　 （当初契約金額5,000万円以上の工事件数）×（-0.2点）
　 （当初契約金額3,000万円以上5,000万円未満の工事件数）×（-0.1点）

0.25

-1.0～0.0

6.25～8.25
91.75～93.75

100

（必須）

②
地域貢献度

総合評価点

価格以外の評価点
価格点

④
地域精通度

評価項目 評価点

2.0

1.0

1.0

1.0

0.5

0.5

(最大)
1.0
2.0

建設工事における総合評価落札⽅式（地域貢献等簡易型） 
の試⾏の⾒直し 
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建設部 技術管理室 

 

 

 

 長野県では、建設現場の働き方改革を推進する観点から「週休２日工事」に取り組

むとともに、建設産業の生産性向上や魅力の創出による担い手確保を目的に「ＩＣＴ

技術の活用」を推進しています。 
さらなる推進を図るため、総合評価落札方式において、これらの取組を加点評価し

ます。 

１ 評価内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

２ 実施時期 

 

総合評価落札⽅式 工事成績等簡易型の全ての建設工事（※1）において、週休 2 日
工事、ＩＣＴ活用工事の実績を有する企業、技術者を加点評価します。 

なお、加点対象は公告日時点で履⾏実績証明書（※2）の発⾏日から１年以内（※3）の
実績を有する企業、または、２年以内の実績を有する技術者が評価対象となります。 

（１）週休 2 日工事 
週休２日工事のうち、達成度が『達成』（完全週休２日または週休２日相当）の履

⾏実績を 「建設マネジメント」、「技術者要件」 において評価 
（※ 災害等の緊急を要する工事は、対象外とする。） 

評 価 項 目 評 価 点 

建設マネジメント－週休２日実績 0.25 

技術者要件－週休２日実績 0.25 
 
（２）ＩＣＴ活用工事 

ＩＣＴ活用工事の履⾏実績を「建設マネジメント」、「技術者要件」において評価 

（※建築工事は対象外とする。） 

評 価 項 目 評 価 点 

建設マネジメント－ＩＣＴ実績 0.25 

技術者要件－ＩＣＴ実績 0.25 
 
 

※1 ＩＣＴ活用工事の加点評価は、予定価格 8,000 万円以上の建設工事を対象とする。（令和２年度） 
※2 県工事において発⾏される工事成績評定通知書及び履⾏実績証明書。ただし、成績表定点が 

65 点未満の実績は評価の対象としない。 
※3 令和３年度までの間、企業の実績を発⾏日から２年間有効とする。 

建設工事の総合評価落札⽅式における加点項目の新設
（週休 2 日・ＩＣＴ活用工事） 

令和２年９月の公告案件から適用 
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建設部 技術管理室 

 

 

１ 目 的 

 

 

 

 

 

 

 

２ 経費の補正 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 実施時期 
 

（１）工事発注時 ・労務費、機械経費（賃料）、間接工事費（共通仮設費・現場管理費）に

ついて、週休２日工事を達成した場合と同等の補正を行い、工事を発

注 

（２）精算時   ・週休２日が未達成の場合、達成度に応じて、労務費、機械経費（賃料）、

間接工事費（共通仮設費・現場管理費）を変更（減額） 

 

    発注者指定型週休２日工事との相違点 

     週休２日が未達成となった場合 

    【発注者指定型】経費等の補正分を全て減額 

    【施工者希望型】４週６休（達成率75%）以上であれば、達成度に応じた経費の補正を行う  

 

 

 

 

 

 

 

施工者希望型週休２日工事の経費等の補正について 

建設現場の働き方改革を推進し、建設業の持続的な担い手確保に資するため、平成３０

年４月から、週休２日工事に取り組んでいるところです。 

週休２日工事のさらなる推進を図るため、発注者指定型と同様に、施工者希望型におい

ても、予定価格から週休２日工事を達成した場合と同等の経費等の補正を行って工事を発

注します。 

令和２年10月１日以降に入札公告等を行う工事から実施 

県資料２ 

 

機械経費

（賃料） 共通仮設費 現場管理費

※１ 達成度は、達成は４週８休、概ね達成は４週７休、一定程度達成は４週６休に相当。

　 　なお、28.5％は、週休２日の場合の現場閉所率（28.5 ≒ 2/7）。

1.01 1.02 1.03

補正係数

労務費

1.05 1.04 1.04 1.06

間接工事費

※２ 達成率　＝　
（実際の現場閉所日数）

｛（工事着手日から工事完成日までの期間）－（一時中止期間等の控除期間）｝×28.5％

達成率※2

100 ％以上 

87.5 ％以上 

75 ％以上 

達　成

概ね達成

一定程度達成

1.03 1.03 1.03 1.04

1.01

達成度※1
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２建政技第 106 号 

令和２年(2020 年)７月８日  

  

現地機関の長 様 

 

技 術 管 理 室 長  

 

 

新型コロナウイルス対策に伴う熱中症予防における現場管理費の補正 

について（通知） 

 

 国土交通省直轄工事における令和２年７月１日付け事務連絡「新型コロナウイルス対策

に伴う熱中症予防に向けて」において、「熱中症対策に資する現場管理費の補正の試行に

ついて」に関して、真夏日を「日最高気温が30度以上の日」と定義しているが、当面の間、

新型コロナウイルス対策に伴う熱中症予防にあたっては、「日最高気温が28度以上の日と

読み替えて対応されたい」旨通知されたことを踏まえて、建設部発注工事については、下

記のとおりとしますので、適切な業務執行をお願いします。 

 

記 

  

 １ 日最高気温 

   新型コロナウイルス対策に伴う熱中症予防を実施した工事※１について、当面の間、

熱中症対策に資する現場管理費補正の試行要領 第２（２）の「日最高気温が 30 度（℃）

以上の日」を「日最高気温が 28 度（℃）以上の日」に読み替えるものとする。 

 

   ※１ マスクと併用可能な空調機器等（空調機能付き作業服、首掛けクーラー等）、冷感スプレー等の

新型コロナウイルス対策に伴う熱中症リスク軽減対策を実施した工事 

 

 ２ 適用日 

・令和２年７月 1日以降に契約した工事から適用する。 

  ・令和２年２月 26 日※２から令和２年７月１日に契約した工事についても、変更契約

ができる工事については、適用する。 

 

   ※２ 技術管理室から現地機関に対して、工事現場における新型コロナウイルス感染予防対策の徹底

を最初に通知した日 

 

 ３ その他 

  ・新型コロナウイルス対策に伴う熱中症予防の実施内容については、受注者から実施

事項報告書（様式任意）及び実施内容を確認できる資料（写真等）を工事打合せ簿

県資料３ 

-9-



で提出してもらい、確認してください。 

・災害復旧工事についても、本通知の対象とする。（設計変更協議の申出は不要） 

  ・営繕工事については、本通知の対象外とする。 

 

 

 

 建設部建設政策課技術管理室（基準指導班） 

（室長）青木 謙通（担当）塚田  博 

電 話：026-235-7323(直通) 

ＦＡＸ：026-235-7482 

E-Mail：gijukan-kijunshido@pref.nagano.lg.jp 

-10-



 

 

 

  

 

 

建設産業の生産性向上や、魅力の創出による担い手確保のため、ICT技術の活用と

BIM/CIMの推進に積極的に取り組みます。 

 

 

令和２年度 ICT 活用工事等への取組について 

１ 令和元年度 ＩＣＴ活用工事の実施状況 

    ・ICT土工  44件（内発注者指定 17件） 

    ・ICT舗装工 10件（内発注者指定 3件） 

    ・その他   3件            計57件（内発注者指定 20件） 

 

２ 令和２年度 ICT活用工事の実施方針 

  ・原則として、建設部が入札公告する全工事を対象とする 

  ・ICT技術の一部活用を可能とする。また発注者指定型を一定数実施する 

 

３ 工種の追加及び歩掛改訂（R2.10.1予定） 

   ○工種追加 ICT地盤改良工（深層混合処理） 

ICT法面工（吹付法枠工） 

ICT舗装工（修繕工） 

   ○歩掛改定 ICT建機 市場単価を反映 

         出来型管理 補正係数を設定（共通仮設費、現場管理費） 

         小規模施工への積算対応（見積） 

  

４ 総合評価における加点 

   公告日時点で履行実績証明書の発行日から１年以内の実績を有する企業、および２年以内の

実績を有する技術者が対象。(対象工事：予定価格８千万円以上) 

 

５ BIM/CIMの推進について 

  BIM/CIM（ビム・シム）とは、公共事業の計画・設計から施工、管理、更新に至る一連の建設

生産システムにおいて３次元モデルを導入し、各段階での情報の一元管理によって業務の効率

化・高度化を図る取組 

① BIM/CIM活用業務 実施要領（案） （R2.4適用） 

   ・受注者の希望により、CIMモデルによる設計を実施できることとした。 

 ② 信州BIM/CIM推進協議会 （R1.10.31設立） 

 ・令和２年度は、各種研修やモデル事業を通じた勉強会等を実施する予定 

    

県資料 ４ 

-11-



 

-12-



【 建設産業における担い手の確保・育成と生産性の向上について 】

施策の視点 事業・取組
H30年度 Ｒ元年度 R２年度

実績 実績
（3月末時点）

予定

担
い
手
の
確
保
・育
成

人材の
確保

【就労促進】
・木造建築物の担い手確保に向けた啓発事業
・建設系学科高校生を対象とした就労促進事業
・建設技術実践プロジェクト事業※1

・２級⼟木・建築施⼯管理技⼠試験準備講座
・戦略的広報推進チーム検討会議
・⼀般対象の⾒学会

９校 21ｸﾗｽ 648人

13校 2,644人

３校

－
１回

99回

12校 34ｸﾗｽ 1,031人

13校 1,904人

３校

５会場（土木3,建築2）

１回

75回

34ｸﾗｽ（予定）
13校（予定）
２校（予定）
拡充※５

継 続
継 続

【週休二日】
・入札参加資格で加点

・週休２日⼯事の拡大実施
週休２日モデル⼯事（H29:66件）
週休２日の実績を評価する入札（総合評価）
週休２日の確保を評価する入札（総合評価）(H29試⾏42件)

869者 加点

339件
―
―

943者 加点

483件
―
―

949者 加点
(R2.5時点)

継 続
―

9⽉〜

【その他労働環境改善】
・現場環境の改善（⼥性⽤トイレ、更⾐室等）
・現場環境改善費の計上
・建設企業の社会保険等未加入対策
・適正な労働賃⾦の⽀払を総合評価で加点評価

継 続
継 続

強 化※2

37件

継 続
継 続
継 続
24件

継 続
継 続
継 続

改 善※６

人材の
育成

・担当した技術者の名前を刻もうプロジェクト
・優良技術者表彰 ⼀般部門
・ 〃 若手部門
・若手技術者の配置を総合評価で加点評価

継 続
59人

32人

56件

継 続
58人

33人

51件

継 続
継 続
継 続
継 続

経営環境
の安定

・失格基準等、低入札価格調査の改善
・適正な⼯期設定
・適時適切な設計⾦額の算定

⼀部改善※3

継 続
継 続

⼀部改善※４

継 続
継 続

継 続
継 続
継 続

平準化
・ゼロ県債の活⽤
・早期契約制度、フレックス⼯期の活⽤

26.3億円を設定

⼯事157件

21.2億円を設定

⼯事299件
委託205件

継 続
継 続

生
産
性
の
向
上

ICTの
活⽤ ・ICT活⽤⼯事の実施拡大 ⼟⼯ 16件

舗装 1件

⼟⼯ 44件
舗装 10件
ほか 3件 計57件

継 続

規格の
標準化 ・コンクリート規格の標準化等による省⼒化 継 続 継 続 継 続

そ
の
他

⻑野県の契約に関する条例に基づく取組 継 続 継 続 継 続

⻑野県建設産業担い手確保・育成地域連携ネットワーク会議 設置（７⽉）
施策方針の決定

２回開催
（７⽉､２⽉） 継 続

建設⼯事従事者の安全及び健康の確保に関する⻑野県計画の取組 計画策定（11⽉） 継 続 継 続

※１ H30まで「自分たちでつくろうプロジェクト」 ※２ 建設⼯事標準請負契約約款の改正（H30.10.1）
※３ 建設⼯事︓2億円の境撤廃、低入札価格調査導入、契約後確認調査廃止
※４ 委託業務︓低入札価格調査導入
※５ 建築の中信会場、測量⼠補の講座３会場の実施拡充を調整
※６ 建設キャリアアップシステムを活⽤した取組など、技能労働者の処遇改善に向けた新たな取組に発展

県資料５
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建
設
産
業
の
次
世
代
を
担
う
人
づ
く
り
推
進
事
業
に
つ
い
て

事
業

建
設
技
術
実
践
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業

【
建
設
産
業
の
魅
力
を
体
感
】

『
２
級
土
木
・
建
築
施
工
管
理
技
士
』
注

1

『
測
量
士
補
』
資
格
取
得
支
援
事
業

【
担
い
手
の
育
成
、
離
職
防
止
】

対
象

建
設
系
学
科
高
校
生
（
３
校
注

2
）

建
設
系
学
科
高
校
生
等
（
1
3
校
注

3
）

事
業
概
要

一
線
で
活
躍
す
る
技
術
者
の
指
導
の
も
と
、

県
が
提
供
す
る
実
際
の
建
設
現
場
で
、
測

量
、
設
計
、
工
事
の
プ
ロ
セ
ス
を
自
ら
実
践
。

県
下
９
会
場

(建
築
３
，
土
木
３
、
測
量
３
会
場

)で

実
践
的
な
資
格
の
取
得
を
支
援
す
る
学
科
試
験

の
準
備
講
座
を
開
催
。

役 割 分 担

産
技
術
者
の
派
遣

資
機
材

(重
機
、
測
量
機
器
等

)の
提
供

企
画
、
講
師
・
会
場
の
手
配

会
場
費
等
の
費
用
負
担

学
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
編
成
、
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

資
格
取
得
の
動
機
付
け

官
建
設
現
場
提
供
、
講
師
費
用
負
担

講
師
費
用
負
担

事
業
効
果

県
内
建
設
産
業
へ
の
就
職
率
向
上

合
格
率
向
上
、
意
欲
高
い
即
戦
力
の
育
成

信
州
花
フ
ェ
ス
タ
安
曇
野
会
場
入
口
で
の
石
庭
づ
く
り

資
格
試
験
の
準
備
講
座

（
４
）
事
業
費

令
和

２
年

度
予

算
額

2
,
2
8
8
千

円
（

継
続

）

長
野
県
建
設
部

注
1
土
木
技
術
の
基
礎
知
識
を
証
明
す
る
国
家
資
格
。
主
任
技
術
者
と
し
て
責
任
あ
る
立
場
で
仕
事
が
で
き
る
。

注
2
飯
田
O
ID
E
長
姫
、
南
安
曇
農
業
、
長
野
工
業

注
3
注
２
の
３
校
の
ほ
か
、
下
高
井
農
林
、
中
野
立
志
館
、
須
坂
創
成
、
上
田
千
曲
、
丸
子
修
学
館
、
佐
久
平
総
合
技
術
、

上
伊
那
農
業
、
木
曽
青
峰
、
池
田
工
業
、
長
野
高
専

１
事
業
概
要

（
２
）
事
業
の
必
要
性

こ
れ

ま
で

実
施

し
て

き
た

工
事

現
場

見
学

な
ど

建
設

産
業
の

広
報

（
ゼ

ロ
予

算
事

業
）

に
加

え
、

産
学

官
連

携
に

よ
り

、
教

育
現

場
に

必
要

な
専

門
性

を
補

完
し

、
実

践
的

か
つ

直
接

的
に

若
者

に
働

き
か

け
、

建
設

産
業

へ
の

理
解

を
深

め
、

就
業

意
欲

の
向

上
を

図
る

。

建
設

産
業

は
全

産
業

に
比

べ
若

手
比

率
の

低
下

と
高

年
齢

化
の

進
行

が
速

く
、

持
続

的
に

地
域
を

支
え

る
に

は
、

建
設
産

業
へ

の
就

業
促

進
が

必
要

。

（
３
）
事
業
内
容

建
設

部
門

の
専

門
教

育
を

受
け

た
数

少
な

い
高

校
生

※
１
を

一
人

で
も

多
く

建
設

業
・

測
量

設
計

業
な

ど
地

域
を

支
え

る
企

業
へ

の
就

業
に

つ
な

げ
る

。
※

１
H
2
9卒

業
公

立
高

校
卒

業
生

の
約

21
％

、
3
,2
99
人

（
１
）
事
業
の
目
的

総
務

省
統

計
局

労
働

局
調

査
を

元
に

技
術

管
理
室

で
算

出

２
建
設
産
業
の
就
業
促
進
・
働
き
方
改
革
に
資
す
る
1
9
の
取
組

長
野
県
就
業
促
進
・
働
き
方
改
革
戦
略
会
議
の
建
設
分
野
別
会
議
に
お
い
て
と
り
ま
と
め
た
建
設
産
業
の

就
業
促
進
・
働
き
方
改
革
に
資
す
る
次
の
「
1
9
の
取
組

※
２
」
を
産
・
学
・
官
の
関
係
機
関

※
３
が
連
携
を
強
化

し
て
実
行
し
て
い
く
。

裾
花
川
ｳｫ
ｰ
ｷﾝ
ｸﾞ
ﾛｰ
ﾄ
ﾞの
看
板
設
置

※
２
「
建
設
産
業
の
次
世
代
を
担
う
人
づ
く
り
推
進
事
業
」
は
、
1
9
の
取
組
の
①
と
②
に
該
当

※
３
産
：
建
設
業
振
興
基
金
、
長
野
県
建
設
業
協
会
、
長
野
県
測
量
設
計
業
協
会
、
長
野
県
建
設
労
働
組
合
連
合
会

学
：
長
野
県
高
校
校
長
会
工
業
部
会

官
：
長
野
労
働
局
、
関
東
地
方
整
備
局
、
（
独
法
）
高
齢
･障
害
･求
職
者
雇
用
支
援
機
構
長
野
支
部
、
長
野
県
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◎
令
和
元
年
度
の
取
り
組
み
内
容

◎
平
成
3
0
年
度
の
取
り
組
み

○
現
地
測
量

○
産
官
学
合
同
全
体
会
議

　
令
和
元
年
度
の
実
施
内
容
の
確
立
、
役
割
分
担
の
決
定

○
路
盤
の
施
工
体
験
,イ
ン
タ
ー
ロ
ッ
キ
ン
グ
ブ
ロ
ッ
ク
敷
設

○
完
成
写
真

◎

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
測
量
設
計
業
協
会
、
建
設
業
協
会

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
長
野
県
飯
田
建
設
事
務
所

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
飯
田
O
ID
E
長
姫
高
校
（
３
年
生
の
内
７
名
が
対
象
)

構
　
　
想
　
　
(5
月
～
9
月
)

構
　
　
想
　
　
(5
月
～
9
月
)

 現
地
測
量
　
(8
月
)

○
長
野
県
と
高
校
の
打
合
せ

※
１
　
対
空
標
示
と
は
、
河
口
か
ら
の
距
離
を
堤
防
に
設
置
す
る
こ
と
で
、
維
持
管
理
に
役
立
て
る
と
と
も
に
、
河
川
利
用
者
の
目
に
付
き
や
す
い
の
で
、
散
歩
や
ジ
ョ
ギ
ン
グ
時
の
距
離
の
目
安
、
河
川
内
で
発
生
し
た
事
故
等
の
場
所
を
わ

か
り
や
す
く
伝
え
る
手
段
と
し
て
利
用
す
る
た
め
の
も
の
で
、
最
近
で
は
距
離
標
と
あ
わ
せ
て
、
上
空
の
防
災
ヘ
リ
な
ど
か
ら
視
認
で
き
る
よ
う
に
大
き
な
文
字
（
対
空
標
示
）
を
堤
防
に
書
く
こ
と
も
行
っ
て
い
ま
す
。

○
長
野
県
と
高
校
の
打
合
せ

　
施
工
場
所
の
適
所
選
定
、
施
工
者
へ
の
協
力
依
頼
、
役
割
分
担
、
授
業
内
容
と
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル の
打
合
せ
。

　
(平
成
3
0
年
度
は
、
1
0
月
以
降
に
授
業
の
一
環
と
し
て
実
施
)

○
ラ
ン
ニ
ン
グ
ロ
ー
ド
の
施
工
と
距
離
標
の
設
置
（
建
設
業
協
会
の
ご
協
力
）

　
現
場
作
業
を
通
じ
て
、
も
の
づ
く
り
の
楽
し
さ
を
経
験
し
て
も
ら
う
。
施
工
内
容
は
、
高
校
生
が
携

わ
れ
る
内
容
を
盛
り
込
む
。
例
と
し
て
、
ラ
ン
ニ
ン
グ
ロ
ー
ド
を
イ
ン
タ
ー
ロ
ッ
キ
ン
グ
と
し
て
、
高

校
生
が
色
の
選
定
、
模
様
デ
ザ
イ
ン
か
ら
敷
き
並
べ
ま
で
の
作
業
を

す
る
。
（
各
年
度
ご
と
色
や
敷
き
並
べ
た
模
様
を
変
え
る
こ
と
で
、

個
性
の
あ
る
ラ
ン
ニ
ン
グ
ロ
ー
ド
と
な
る
。
)

○
現
地
調
査

　
新
し
い
メ
ン
バ
ー
と
一
緒
に
現
地
調
査
を
し
て
、
先
輩
た
ち
が
計
画
し
た
内
容
を
確
認
す
る
。

　
ま
た
、
自
分
た
ち
が
つ
く
り
た
い
も
の
を
イ
メ
ー
ジ
し
て
も
ら
い
、
計
画
を
見
直
す
。

◯
調
査
・
測
量
・
設
計

　
測
量
設
計
業
協
会
の
ご
協
力
に
よ
り
、
対
空
標
示
(0
.5
km
地
点
)と
ラ
ン
ニ
ン
グ
ロ
ー
ド
の
測
量

を
実
施
。

　
ラ
ン
ニ
ン
グ
ロ
ー
ド
に
つ
い
て
は
、
縦
断
・
横
断
の
測
量
デ
ー
タ
か
ら
高
さ
計
画
を
実
施
。

”
も
の
づ
く
り
”
（
1
0
月
～
2
月
）

”
も
の
づ
く
り
”
　
（
9
月
～
1
月
）

ま
と
め
（
3
月
）

・
発
表
会

・
引
継
ぎ

ま
と
め
　
(1
月
～
3
月
)

○
校
内
課
題
研
究
発
会

◎
生
徒
た
ち
の
想
い

こ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
実
施
す
る
に
あ
た
っ
て
、
フ
ィ
ー
ル
ド
の
決
定
が
必
要
と
な
っ
た
。
そ
こ
で
、
生
徒
た
ち
が
普
段
か
ら
測

量
授
業
や
ア
ダ
プ
ト
活
動
の
草
刈
り
を
通
じ
て
親
し
み
が
あ
る
一
級
河
川
松
川
を
今
回
の
フ
ィ
ー
ル
ド
と
し
た
。
松
川
は
夏
に

な
る
と
高
校
生
達
が
川
に
飛
び
込
ん
だ
り
、
部
活
の
練
習
で
利
用
し
た
り
す
る
場
所
で
も
あ
る
。

高
校
生
達
は
、
多
く
の
市
民
が
利
用
で
き
る
よ
う
に
配
慮
し
な
が
ら
全
体
計
画
を
立
案
し
た
。
親
水
公
園
に
は
、
飯
田
の
特

徴
を
活
か
し
た
バ
ー
ベ
キ
ュ
ー
が
で
き
る
施
設
や
対
岸
に
渡
れ
る
飛
び
石
を
配
置
。
親
水
公
園
に
導
く
階
段
や
ラ
ン
ニ
ン
グ

ロ
ー
ド
も
計
画
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
一
般
の
方
に
多
く
利
用
し
て
も
ら
う
た
め
の
案
内
看
板
も
設
置
し
た
い
と
い
う
声
も
あ
る
。

計
画
す
る
に
あ
た
っ
て
事
前
に
河
川
法
に
つ
い
て
学
び
、
そ
の
中
で
河
川
施
設
と
し
て
必
要
な
距
離
標
※
１
が
あ
る
こ
と
を
知

り
、
自
分
た
ち
で
も
つ
く
っ
て
み
よ
う
と
い
う
こ
と
に
な
り
平
成
2
9
年
度
に
一
部
設
置
し
た
。

飯
田
O
ID
E
長
姫
高
校

長
野
県
飯
田
建
設
事
務
所

生
徒
が
考
え
た
パ
ー
ス
図

建
設
系
学
科
高
校
生
の
就
労
促
進
事
業

◇
建
設
技
術
実
践
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
～
高
校
生
の
取
組
み
支
援
～
◇

高
校
生
が
自
ら
計
画
立
案
し
、
自
ら
の
手
で
構
造
物
等
（
社
会
資
本
）
を
作
り
上
げ
る
こ
と
で
、
建
設
産
業
の
魅

力

○
設
計
・
施
工
・
・
・
・
・
計
画
立
案
、
自
ら
の
手
で
構
造
物
を
造
り
上
げ
る

○
広
範
で
の
企
画
支
援
・
・
・
・
・
学
び
の
フ
ィ
ー
ル
ド
と
し
て
の
建
設
現
場
や
機
材
提

官 学

○
技
術
支
援
・
・
・
・
・
測
量
設
計
及
び
現
場
施
工
の
技
術
支
援

産

鼎
地
区
へ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
説
明
(3
/5
)

平
成
2
9
年
度
の
生
徒
た
ち

平
成
3
0
年
度
の
生
徒
た
ち

H
3
0
.1
0
.9
計
画
検
討
会
議

H
3
0
.1
0
.2
調
査

H
3
0
.1
0
.1
3
対
空
標
示
準
備

H
3
0
.1
0
.2
3
測
量

1
2
月
～
2
月
イ
ン
タ
ー
ロ
ッ
キ
ン
グ

測
量

ブ
ロ
ッ
ク
敷
設
作
業

路
盤
施
工
の
様
子

Ｈ
3
1
.1
.1
8
課
題
研
究
発
表

ラ
ン
ニ
ン
グ
ロ
ー
ド

新
メ
ン
バ
ー
へ
引

り
ん
ご
と
ト
カ

全
景

R
2
.1
.1
7
課
題
研
究
発
表
会
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長野県　建設政策課　技術管理室

○ 実施後は別紙２により、実施状況や感想を確認いただき、ご提出ください。

○ 四半期ごとに実績を朱書き・水色着色してご提出ください。

○ 修正があるときは、朱書き・黄色着色してご提出ください。

（赤色着色） R2新規

令和２年６月２６日時点まとめ

担当
事務所

実施高校 項　　　目 実施概要 時 期（月） 期間
対象
学年

予定
人数
（人）

参加
実績
（人）

場所 協力団体

佐久
佐久平総合技
術高等学校

 工事現場見学  現場視察3箇所、実習 中止  1日  3年 23  東信地方  建設業協会
 南佐久・佐久支部

（浅間キャンパス）
食農クリエイト科
環境共生コース

工事現場見学 現場視察2箇所、実習 11月上旬 半日 2年 19 東信地方 建設業協会
南佐久・佐久支部

 企業実習  インターンシップ 中止  3日  3年  若干名  東信地方  建設業協会
 南佐久・佐久支部

上田 上田千曲高校 工事現場見学 5月26日 １日 3年 41 東北信地区
建設業協会
上小支部

企業実習 インターンシップ
7月下旬～
8月上旬

2日
～3日

2年 40 東北信地区 ハローワーク

資格関係講習
学科試験準備講座（資格取得支援事業）
２級建築施工管理技士（学科）

8月上旬 ３日
1年
2年

希望者 長野市内
建設業協会

本部

企業説明会 11月～12月 半日
1年
2年

86 校内
建設業協会
上小支部

丸子修学館高
校

工事現場見学 ICT活用 通年 半日
2年
3年

36
17

上小地区
建設業協会
上小支部

現場実務実習 （測量設計等）ICT活用 通年 半日
2年
3年

36
17

上小地区
測量設計業協会

東信支部
新

現場実務実習 丁張技術実習 5月22日 １日 3年 17 校内
建設業協会
上小支部

新

実技講習
(重機操作等)

文化祭等で来客、子供用イベントとして開催希望 7月4日､5日 2日
2年
3年

36
17

上小地区 新

企業実習 インターンシップ
10月
11月

１日
２日

2年
1年

36
40

校内
建設業協会
上小支部

室内
専門分野講習

（測量設計等）ICT活用 通年 半日
2年
3年

36
17

上小地区
測量設計業協会

東信支部
新

室内
専門分野講習

型枠設置研修 11月 半日 2年 36 校内
長野県型枠事業

協同組合
新

室内
専門分野講習

配筋研修 12月 半日 2年 36 校内
長野県鉄筋業協

会
新

 一 般 講 習  公共事業事例等 中止  半日
 2年
 3年

36
17

 上小地区 新

資格関係講習
学科試験準備講座（資格取得支援事業）
２級土木施工管理技士（学科）

夏季休業中
8/6～8/10

5日
2年
3年

36
17

上小地区
or長野市

建設業協会
本部

資格関係講習
学科試験準備講座（資格取得支援事業）
２級建築施工管理技士（学科）

夏季休業中
8/6～8/10

5日
2年
3年

36
17

上小地区
or長野市

建設業協会
本部

資格関係講習
学科試験準備講座（資格取得支援事業）
測量士補

3月下旬 5日
2年
3年

36
17

上小地区
or長野市

測量設計業協会 新

企業説明会 通年 半日
2年
3年

36
17

上小地区
建設業協会
上小支部

建設技術実践プロ
ジェクト

通年 通年 半日 3年
5

上小地区
建設業協会
上小支部

新

企業・行政と学生・教員の
交流、相談など 通年 通年 半日 1年 223 丸子地区 新

諏訪 富士見高校 現場実務実習 測量設計等 後日調整 測量設計業協会

伊那
上伊那農業高
校

工事現場見学 大規模現場にて 9月～11月 1日 2年 20
県内

（南信地区）
建設業協会
伊那支部

工事現場見学 大規模現場にて 4月～6月 1日 3年 21
県内

（南信地区）
建設業協会
伊那支部

工事現場見学 建設技術フェア2020in中部
10月14日
又は15日

1日 2年 20 名古屋市
建設業協会
伊那支部

新

現場実務実習 丁張実習 9月～11月 半日 3年 21 上伊那地区
建設業協会
伊那支部

現場実務実習 最新機器による測量実習 9月頃 半日 2年 20 校舎内
測量設計業協会

南信支部

実技講習 重機操作実習（バックホウ） 10～12月 半日 2年 20 校舎内
建設業協会
伊那支部

企業実習 インターンシップ
7～8月

3月
数日

2年
3年

希望者 上伊那地区
建設業協会
伊那支部

資格関係講習
学科試験準備講座（資格取得支援事業）
施工管理技士等（学科）

放課後16:00
～17:00

可能
な範
囲で

2年
3年

希望者 上伊那地区
建設業協会

本部
新

資格関係講習
学科試験準備講座（資格取得支援事業）
測量士補

放課後16:00
～17:00

可能
な範
囲で

2年
3年

希望者 上伊那地区
測量設計協会

事務局
新

（別紙１）　令和２年度　就労促進に係る取組の概要

1 / 4 

-16-



担当
事務所

実施高校 項　　　目 実施概要 時 期（月） 期間
対象
学年

予定
人数
（人）

参加
実績
（人）

場所 協力団体

飯田
飯田OIDE長姫
高校

工事現場見学 学校行事日の実施 5月～6月 1日
全学
年

120
県内、

東海地区

（社会基盤工学
科）

工事現場見学 11月頃 半日 2年 40 南信
建設業協会
飯田支部

現場実務実習 測量設計等 6月頃 1日 3年 40 学校周辺 測量設計業協会

実技講習 重機操作等 12月頃
半日
2回

1年 40 校地内

企業実習 インターンシップ 8月下旬頃 2日 2年 40？ 下伊那地区
建設業協会

測量設計業協会

行政機関職場体験 インターンシップ 8月下旬頃 2日 2年 40？ 下伊那地区

専門分野講習 測量設計等 6月頃 1日 3年 40 学校内 測量設計業協会 新

資格関係講習
学科試験準備講座（資格取得支援事業）
２級土木施工管理技士

8月～9月 3日
２・３

年希望
者

40？ 学校内
建設業協会

本部、飯田支部

資格関係講習 刈払機安全教育 6月頃 半日 2年 40 学校内
建設業協会
飯田支部

企業説明会 11月頃 半日 2年 40 Ｓバード
建設業協会

飯田支部、測協

建設技術支援実践
プロジェクト

課題研究（一級河川松川におけるランニング
ロード、インターロッキング設置）

6～1月 週1回 3年 10? 松川河川
建協飯田支部、

測協

松川アダプトプログ
ラム

5月～11月 適宜 3年 40 松川河川 新

地域人材育成
文科省「地域との連携による高校改革推進事
業」

1日 3年 40 学校内
建設業協会
飯田支部

飯田OIDE長姫
高校（建築科）

工事現場見学 「土木の日」に合わせた現場見学会 11月 半日 2年 40 飯田市内
建設業協会
飯田支部他

企業職場体験 インターンシップ 9月 １日 2年 28
飯田下伊那

地区
建設業協会
飯田支部

行政機関職場体験 インターンシップ 10月上旬頃 2日 2年 12
飯田下伊那

地区

専門分野講習 瓦葺き実技講習会 11月 半日 2年 40 校内 瓦事業組合

専門分野講習 設計ワークショップ 9月 半日
1年
2年

80 校内 建築士会

専門分野講習 課題研究ワークショップ 5月 1日 3年 35 校内 建築士会

専門分野講習 建設現場安全教育実技講習会 9月 半日 3年 35 校内 新

資格関係講習
学科試験準備講座（資格取得支援事業）
２級建築施工管理技士

8月 3日
2年、3年
希望者 40 校内

建設業協会
本部、飯田支部

地域人材育成
文科省「地域との連携による高校改革推進事
業」

1日 3年 40 校内
建設業協会
飯田支部

木曽 木曽青峰高校 現場実技講習 丁張実習 5月 1日 3年 31 木曽町
建設業協会
木曽支部

現場実務実習 測量講習会 6月 2時間 2年 16 校内
測量設計業

協会

その他講習 刈払機取扱作業安全衛生研修 9月 1日 2年 34 校内
建設業協会
木曽支部

専門分野講習 JW-ＣＡＤによる図面作成 9月 2時間 3年 10 校内
建設業協会
木曽支部

安曇野
南安曇農業高
校

 工事現場見学  土木・環境等（建設協） 中止  1日  1年 40  安曇野地区
 建設業協会
 安曇野支部

 工事現場見学  舗装工事現場見学または橋梁工事現場見学 中止  半日  2年 40  安曇野地区
 建設業協会
 安曇野支部

現場実務実習 路線･GNSS･平板測量等(測協) 9月17日 1日 2年 40
本校

第二農場
測量設計業

協会

現場実務実習 鉄筋結束、型枠製作 9月1日 半日 2年
土木系

30 校舎内
建設業協会
安曇野支部

現場実務実習 U字溝設置 10月22日 半日 2年
土木系

30
本校

第二農場
建設業協会
安曇野支部

実技講習 重機運転実務研修（バックホウ） 9月10日 半日 2年
土木系

30
本校

第二農場
建設業協会
安曇野支部

 企業実習
 （インターンシップ）建設業・造園業・コンサル等
 （建設協・測協・造園組合）

中止  ５日間  2年 40  中信地区

専門分野講習 （測量・設計業務）コンサルタント業務 2月10日 半日 2年
造園系

10 校舎内 中央工学校依頼 新

資格関係講習
学科試験準備講座（資格取得支援事業）
２級土木施工管理技士

調整中 3日間 3年 30 校舎内
建設業協会

本部

学校調査票に記載無し
 建設技術実践プロ
 ジェクト

 ＴＳ測量実習
 あづみ野やまびこ自転車道リニューアル

中止  4回  3年 15  安曇野地区    測量設計業 協会

学校調査票に記載無し
 建設技術実践プロ
 ジェクト

 旧道の残地を利用した歩道づくり
 （インターロッキングブロック敷設体験）

中止  2年  調整  安曇野地区
 建設業協会
 安曇野支部
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担当
事務所

実施高校 項　　　目 実施概要 時 期（月） 期間
対象
学年

予定
人数
（人）

参加
実績
（人）

場所 協力団体

大町 池田工業高校 工事現場見学
（昨年と同様に１日で見学・講習を行って欲し
い。）

9月～10月 4h 2年 22 大北地区
建設業協会
大北支部

現場実務実習 測量実習 9月～10月 2h 2年 22 大北地区
建設業協会
大北支部

新

実技講習 重機操作等 9月～10月 2h 2年 22 大北地区
建設業協会
大北支部

企業実習 インターンシップ
7月末～8月

上旬
1～3
日

2年 22 中信地区

学校調査票に記載無し 資格関係講習
学科試験準備講座（資格取得支援事業）
２級建築施工管理技士

建設業協会
本部

新

須坂 須坂創成高校 実技講習 重機操作等
7月下旬または

8月上旬
半日 2年 39 調整

建設業協会
須坂支部

新

 現場実務実習  コンクリート工等 中止  調整  調整  調整  調整
 建設業協会
 須坂支部

新

現場実務実習 測量実習（光波による測距等）
７月下旬～
８月上旬

半日 ２年 2月7日 高校
建設業協会
須坂支部

長野
長野工業高校
（土木科）

工事現場見学 通年 半日
全学
年

各40以
下

北信地区
建設業協会
長野支部

企業実習 インターンシップ 夏期休業中 1～3日
1年
2年

40
希望者

市内事業所
建設業協会
長野支部

企業実習 インターンシップ 夏期休業中 1～3日
1年
2年

40
希望者

市内事業所 測量設計業協会

専門分野講習 ＵＡＶ研修会 １０月 半日 1年 40 校内 市内企業

専門分野講習 測量技術研修会  ６月 1日 2年 40 校内 測量設計業協会

専門分野講習 丁張設置研修会 ５月 1日 3年 36 校内
建設業協会
長野支部

専門分野講習 土質試験他研修会 ６月 1日 3年 36 校内 市内企業

専門分野講習 配筋研修会 １０月 半日 2年 40 校内
長野県鉄筋業協

会

専門分野講習 型枠設置研修会 １１月 半日 2年 40 校内
建設業協会
長野支部

資格関係講習
学科試験準備講座（資格取得支援事業）
２級土木施工管理技士

８月 ３～５日 2,3年 希望者 校内、市内
建設業協会

本部

資格関係講習
学科試験準備講座（資格取得支援事業）
測量士補

３月 ３～５日 1,2年 希望者 校内、市内 測量設計業協会 新

企業説明会 ６月 半日 3年 36 校内

建設技術実践プロ
ジェクト

裾花側ジョキングロード整備 ７～１２月 3ｈ/日 3年 12 校内・校外

長野工業高校
（建築科）

工事現場見学 （移動バス代補助希望） 11月27日 半日
1年
3年

40
38

北信地区
建設業協会
長野支部

専門分野講習
（測量設計等）

積算講習 別途協議
別途
協議

2年 41 校舎内 新

専門分野講習
（鉄筋結束等）

施工図講習 別途協議
別途
協議

3年 38 校舎内 新

資格関係講習
学科試験準備講座（資格取得支援事業）
２級建築施工管理技士

8月上旬 3日間 2、3年 希望者 長野市内
建設業協会

本部

長野工業高等
専門学校

工事現場見学 ※午後バス移動可能な現場 4月 半日 3年 45 北信
建設業協会
長野支部

工事現場見学 ※午後バス移動可能な現場 11月 １日 3年 45 県内
建設業協会
長野支部

現場実務実習
土木遺産の測量（例年実施）
R1に実施できなかった佐久五稜郭

11月 １日 3年 45 県内 測量設計業協会

企業実習 希望者が応募 ７～９月 5日間 3,4年 数名 県内

企業実習 長期インターンシップ 10月以降 4ヶ月 専攻1年 数名 県内

行政機関職場体験 県、市町村のインターンシップ
７～９月

10月以降
5日間
4ヶ月

3,4年
専攻1年 数名 県内

資格関係講習
学科試験準備講座（資格取得支援事業）
２級土木施工管理技士

7～8月
別途
協議

４年 40 校舎内
建設業協会

本部

企業説明会
※業界セミナーとして行政、各協会、一般企業の
仕事の話

10～12月
別途
協議

1年～
4年

各40 校舎内

 建設業協会
 須坂支部
 技士会

 須坂支部

 室内講習
 （企業・行政と学生・
 教員の交流、相談
 など）

 若手就業者によるパネルディスカッション（若手
 就業者の方々による仕事のやりがいや苦労、高
 校生へのメッセージなどを講演）、
 優良技術者表彰を受けた技術者の現場発表等

中止  半日  2年 39  高校教室

１
学
期
中
の
実
習
は
中
止

3 / 4 
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担当
事務所

実施高校 項　　　目 実施概要 時 期（月） 期間
対象
学年

予定
人数
（人）

参加
実績
（人）

場所 協力団体

北信
中野立志館高
校

工事現場見学 6月 半日 2年 22 建設業協会
中高支部・飯山支部

工事現場見学 11月 半日 3年 26 建設業協会
中高支部・飯山支部

現場実務実習 UAV測量実習 9月 半日 3年 26
測量設計業協会

北信支部

下高井農林高
校

工事現場見学 8月 半日 3年 14 学校近隣
建設業協会
飯山支部

講義、実技講習 除雪車両の操作体験
夏季休業中（7
月下旬から8月

中旬
半日 2年 29 学校内

建設業協会
飯山支部

4 / 4 
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○経営規模が大きいほど新卒ニーズが高く、採用が多い

○経営規模が小さい企業は、経験者ニーズが高い

大学（県内外） 大手企業

○不足している技術者・技能者は30歳代や経験者（即戦力）

経営者意識調査・学生の就職に関する意識調査
人材確保・育成に関する分析について（１）

■意識調査結果から

■人材確保・育成の課題

中小企業

県外企業

新
卒
者

建設系高校・高専

普通科高校

小・中学校

❷新卒者の就業を増やすには

➌産業への入職を底上げするには

➌

❷ ➊

➊人材を育成しやすい環境を整えるには

→ 中小企業は人材育成の余裕がなく、新卒者を採用しにくい可能性

(移住促進)
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学生が企業に求めること 給与、休暇、会社の雰囲気、やりがい

学生が知りたい情報 労働の実態
・労働環境（給与、休暇）
・仕事内容
・働く人の声

建設業 学生・新卒者

給与 休暇 雰囲気

〔つなぐ〕
知る機会
の強化

意欲 スキル

企業が学生に求めること やる気、一定程度の知識

■意識調査結果から

■人材確保の課題

・給与の上昇
・週休２日の確保
・会社の雰囲気等のＰＲ

・意欲をもった就業
・技術、技能の習得

企業が求める人材 30歳代、経験者などの即戦力

経営者意識調査・学生の就職に関する意識調査
人材確保・育成に関する分析について（２）
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人材確保に関する現状 

 
経営形態別の技術者・技能者の増減 

 「建築系工事」「⺠間工事」主体の企業で増加が見られる。一方で、「土木系工事」「公共工事」
主体の業者では減少が見られる。 
 
  

 
 
経営規模別の技術者・技能者の増減 

 営業利益、従業員数ともに、規模が大きいほど技術者・技能者が増加している割合が高い。 
 
 

 
  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1) 主に土木系工事…
2) ほぼ土木系工事…
3) 土木と建築半々…
4) ほぼ建築系工事…
5) 主に建築系工事…

1) 増えている 2) 変わらない 3) 減っている

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8) 赤字
1) １千万円未満

2) １〜５千万円未満
3) ５〜１億円未満
4) １〜５億円未満

5) ５〜１０億円未満
6) １０億円以上

1) 増えている 2) 変わらない 3) 減っている

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1) ５人以下

2) ６〜９人以下

3) １０〜２９人以下

4) ３０〜４９人以下

5) ５０人以上

1) 増えている 2) 変わらない 3) 減っている

直前決算期の営業利益区分別 

直近５年間の技術者・技能者の増減 
常勤役員及び従業員の人数区分別 

直近５年間の技術者・技能者の増減 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1) ２０％未満
2) ２０〜４０％未満
3) ４０〜６０％未満
4) ６０〜８０％未満

5) ８０％以上

1) 増えている 2) 変わらない 3) 減っている

主体となる工事区分別 

直近５年間の技術者・技能者の増減 
公共工事の割合区分別 

直近５年間の技術者・技能者の増減 
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給与の支払状況別の技術者・技能者の増減 

 給与の昇給状況と、従業員の増減に関連性が見られる。 
 

 
 

人材確保に向けた取組と技術者・技能者の増減との関連 

 「技術研修への積極的な参加、資格取得支援など」「若手技術者の確保」「外国人労働者の採用」
に取り組む企業で、増加が減少を上回っており、経験が浅い人材の確保・育成に力を入れている
企業で増加していることが推察される。 

 
 
経営改善に向けた取組と技術者・技能者の増減との関連 

 「生産性の向上」「建設業以外の業務に取り組む」と答えた業者で、増加が減少を上回っている。 
 

 
 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1) 定期的にベースアップを行っている
2) 不定期だがベースアップを行っている

3) 年齢（又は入社年数）により給与が決まっている
4) 職種・能力により昇給状況はまちまち

6) 変化なし

1) 増えている 2) 変わらない 3) 減っている

0 20 40 60 80 100 120 140 160

1) 他の建設会社、他の業種からの受入れによる…
2) 技術研修への積極的な参加、資格取得支援など

3) 若手技術者の確保
4) 外国人労働者の採用

5) 定年延⻑
6) 特に行っていない

3) 減っている
2) 変わらない
1) 増えている

0 50 100 150 200 250

1) トータル人件費を抑制し、歳出の削減を図る
2) 建設業以外の業務に取り組む

3) 受注機会を増やせるような努力
4) 資産を整理し合理化を図る

5) 生産性の向上を図る
6) 特に取り組んでいない 3) 減っている

2) 変わらない

1) 増えている

給与の昇給状況別 

直近５年間の技術者・技能者の増減 

経営改善の取組別（複数回答） 

直近５年間の技術者・技能者の増減 

人材確保に向けた取組別（複数回答） 

直近５年間の技術者・技能者の増減 
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生産性向上のための取組と技術者・技能者の増減との関連 

 「ICT の活用」「多能工を育成」に取り組んでいる業者で、増加が減少を上回っている。 
 

 
 
労働環境改善に向けた取組と技術者・技能者の増減との関連 

 労働時間の短縮や福利厚生の充実に取り組む業者で、増加が減少を上回っている。 
 一方で、週休２日に取り組んでいる業者は、増加が減少を下回っている。 
 
 

 
 

週休２日の実施状況と技術者・技能者の増減との関連 

 週休２日の実施状況による増減の関連性は見られない。 
 

 
 

0 50 100 150 200

1) ＩＣＴの活用に積極的に取組んでいる

2) 新技術を取り入れ工期短縮等を図っている

3) 多能工を育成している

4) 業務を平準化し、従業員を過不足なく活用

5) その他

6) 取り組んでいない

3) 減っている
2) 変わらない
1) 増えている

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

1) 週休２日
2) ノー残業デーの設定

3) 労働時間が短縮される取組
4) 育休・産休制度の導入に取り組む

5) その他福利厚生の充実
6) 特に行っていない

3) 減っている
2) 変わらない
1) 増えている

0% 50% 100%

1) ４週８休を実施
2) ４週７休を実施
3) ４週６休を実施

4) ４週５休以下を実施

1) 増えている 2) 変わらない 3) 減っている

生産性向上の取組別（複数回答） 

直近５年間の技術者・技能者の増減 

労働環境改善の取組別（複数回答） 

直近５年間の技術者・技能者の増減 

0 50 100 150 200

1) ４週８休を実施

2) ４週７休を実施

3) ４週６休を実施

4) ４週５休以下を実施

3) 減っている
2) 変わらない
1) 増えている

週休２日の取組別（複数回答） 

直近５年間の技術者・技能者の増減 
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建設業が求める人材 

 
経営規模別の技術者・技能者の雇用ニーズ 

 経験者は企業の経営規模に関わらず一定のニーズがあるが、新卒者は経営規模が大きい企業ほ
どニーズが高い。 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

8) 赤字
1) １千万円未満

2) １〜５千万円未満
3) ５〜１億円未満
4) １〜５億円未満

5) ５〜１０億円未満
6) １０億円以上

1) 新卒者（建設系学校卒業） 2) 建設業界経験者 3) 建設関係の資格保持者
4) 経験豊富な技術者・技能者 5) 特にこだわりはない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1) ５人以下
2) ６〜９人以下

3) １０〜２９人以下
4) ３０〜４９人以下

5) ５０人以上

1) 新卒者（建設系学校卒業） 2) 建設業界経験者 3) 建設関係の資格保持者
4) 経験豊富な技術者・技能者 5) 特にこだわりはない

常勤役員及び従業員の人数区分別 雇用に係る優先事項 

直前決算期の営業利益区分別 雇用に係る優先事項 
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経営規模別の新規採用者の状況 

 新規採用者の状況からも、同様の傾向が見られる。特に、大学及び高専卒企業にその傾向が見
られる。 

 
 

 
 
経営形態別の新規採用者の状況 

 土木系、建築系とも、より専門的な企業ほど経験者のニーズがあることが見られる。 

 
 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8) 赤字
1) １千万円未満

2) １〜５千万円未満
3) ５〜１億円未満
4) １〜５億円未満

5) ５〜１０億円未満
6) １０億円以上

01) 高卒（工業科） 02) 高卒（普通科） 03) 高専
04) 大卒（土木系） 05) 大卒（土木系以外） 06) 社会人（経験者）
07) 社会人（未経験者） 08) 外国人技能実習生 09) その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1) ５人以下
2) ６〜９人以下

3) １０〜２９人以下
4) ３０〜４９人以下

5) ５０人以上

01) 高卒（工業科） 02) 高卒（普通科） 03) 高専
04) 大卒（土木系） 05) 大卒（土木系以外） 06) 社会人（経験者）
07) 社会人（未経験者） 08) 外国人技能実習生 09) その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1) 主に土木系工事（８割以上土木系）
2) ほぼ土木系工事（６割〜８割土木系）

3) 土木と建築半々（４割〜６割程度）
4) ほぼ建築系工事（６割〜８割建築系）

5) 主に建築系工事（８割以上建築系）

01) 高卒（工業科） 02) 高卒（普通科） 03) 高専
04) 大卒（土木系） 05) 大卒（土木系以外） 06) 社会人（経験者）
07) 社会人（未経験者） 08) 外国人技能実習生 09) その他

主体となる工事区分別 過去５年間の新規採用者の状況 

常勤役員及び従業員の人数区分別 過去５年間の新規採用者の状況 

直前決算期の営業利益区分別 過去５年間の新規採用者の状況 
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 公共工事主体の企業ほど新卒者（特に工業科高卒者）の採用の割合が高い。 
 

 
 元請けの割合が高い企業ほど新卒者（特に工業科高、高専、大学卒）の採用の割合が高い。 

 
 
技術者・技能者の増減と雇用ニーズとの関連 

 「増えている」と答えた企業は新卒者の割合が比較的高く、「減っている」「変わらない」と答
えた企業は経験者を優先している傾向がある。 
 

 
 
 
 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1) ２０％未満
2) ２０〜４０％未満
3) ４０〜６０％未満
4) ６０〜８０％未満

5) ８０％以上

01) 高卒（工業科） 02) 高卒（普通科） 03) 高専
04) 大卒（土木系） 05) 大卒（土木系以外） 06) 社会人（経験者）
07) 社会人（未経験者） 08) 外国人技能実習生 09) その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1) 主に元請（６割以上）

2) 元請と下請半々（４〜６割）

3) 主に下請（６割以上）

01) 高卒（工業科） 02) 高卒（普通科） 03) 高専
04) 大卒（土木系） 05) 大卒（土木系以外） 06) 社会人（経験者）
07) 社会人（未経験者） 08) 外国人技能実習生 09) その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1) 増えている

2) 変わらない

3) 減っている

1) 新卒者（建設系学校卒業） 2) 建設業界経験者 3) 建設関係の資格保持者
4) 経験豊富な技術者・技能者 5) 特にこだわりはない

技術者・技能者の増減区分別 雇用に係る優先事項 

公共工事の割合区分別 過去５年間の新規採用者の状況 

主な受注形式区分別 過去５年間の新規採用者の状況 
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人材確保に関する建設産業と学生との意識の比較 

 
人材確保のための魅力向上の観点 

 給与、週休、やりがいの面での意識は概ね一致しているが、経営者が社風等を重要視していな
い一方で、学生は会社の雰囲気を重要視している。 
 学生が給与、休日を重視する一方、建設産業は魅力として感じられていない。 
 
 
 

 
  

521
82

277
263

25
31

80
83

24
14

100
9
32

14
6
8

0 100 200 300 400 500 600

給与・賃金・ボーナス
社会保険等の福利厚生

休日の確保・労働時間等
仕事のやりがい

会社の知名度・社風等
社員教育

資格取得支援など
建設業のイメージ

他の会社等からの受入れ
技術研修への積極的な参加

若手技術者の確保
外国人労働者の採用

定年延⻑
家族や保護者の理解

高校・大学等との関係構築
その他

【建設業経営者の意識】 

人材確保のために特に重要と考えていること 

110

55

48

7

14

11

28

3

4

0 50 100 150

やりがいがありそうだから

人のためになるから

学校で習ってきた分野だから

技術を習得して将来起業したいから

親族・知人が建設業関係の
仕事をしているから

待遇が良さそうだから
（給料が高い、休暇が多い）

モノを作ることが好きだから

女性も活躍できそうだから

その他

【学生の意識】 

建設産業のどこに魅力を感じるか 

【学生の意識】 

就職先選定に重視することは 

0 50 100 150 200

給与が高い
経営が安定している

将来性がある
週休２日が確保されている

残業が少ない
福利厚生がしっかりしている

仕事の内容（やりがいがある）
女性が働きやすい
自宅から通勤可能

転勤が少ない
会社の雰囲気が良い

休みが取りやすい（有給、育休等）
スキルアップが図れる

親の勧め
先生の勧め

その他

大学生
高専生
高校生
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人材確保のために改善すべきこと 

 経営者、学生とも、給料や休日の改善を求めている。 
 
 
 

 
 
 
学生が就職活動で知りたい情報、有効と思う取組 

 学生は、労働環境、具体の業務内容、働く人の声など、実態を知る機会を求めている。 
 
 
 
 
 

96
296

341
191

320
97

214
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175

40
16

0 100 200 300 400

社会保険の加入促進
適正な労働賃金支払い

労働時間短縮…
就労促進への取組…

適切な工期設定
離職率を低減する施策

人材や新技術へ投資できる…
業界のイメージアップ

資格取得やスキルアップの…
育休・介護など休暇が…

その他

【建設業経営者の意識】 

労働環境改善・人材確保のために 

県で力を入れてもらいたい取組 

137

145

37

25

44

42

44

3

0 20 40 60 80 100 120 140 160

給料を上げる

休日を増やす、とりやすくする

やりがい、かっこよさを前面…

最新技術を前面に出す

環境対策をさらに進める

透明性のある業界イメージに…

特にない

その他

【学生の意識】 

建設業界に希望することは 

【学生の意識】 

県や企業の取組で有効と思うことは 

【学生の意識】 

就職活動に当たって知りたい情報は 

55

76

107

62

123

25

29

97

11

0 50 100 150

各種業界の現状と課題

将来の見通し

業務内容、１日のスケジュール

必要な資格、技能

労働環境（給料、休日）

企業の得意分野、業績

経営者の生の声

労働者の生の声

その他

84

53

74

189

9

28

13

30

4

0 50 100 150 200

資格試験準備講座

建設現場の実践

建設現場の見学会

インターンシップ、職場体験

就活情報メールマガジン

子ども、親の見学会

インフラツーリズム

建設産業のイメージアップＰＲ

その他
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「長野県職員 建設女性の会」の設立について 

 

１ 設立年月日 

  令和２年（2020 年）７月 20 日 

 

２ 会員 

  建設系女性技術職員有志 41 名（令和２年７月 20 日現在） 

 

３ 設立目的（規約より） 

長野県の建設産業において、将来に向け担い手を確保し、安定した経営を目

指すための手法の一つとして、女性が活躍できる環境を整えることが必要であ

る。 

県内の建設産業で働く女性が、交流・連携するとともに、建設産業に係る情

報を広く発信し、担い手の確保や労働環境の改善等、建設産業の活性化に繋が

る活動を推進していくために本会を設立する。 

 

４ 活動（規約より） 

(1) 会員相互の連携を図り、意見交換会、研修会等を開催する。 

(2) 建設行政及び建設産業に関し、担い手（学生）への情報発信を行う。 

(3) 建設産業における関連組織と連携を図り、行事等に参加する。 

(4) 各部会の特色を生かした独自の活動を行う。 

(5) その他目的達成に必要な活動を行う。 

 

 

県資料６  

設立総会（令和２年７月 20 日）の様子 

（会長） 
市岡契約・検査課長 

（来賓） 
田中建設技監 

（来賓） 
倉科女性部会長 

（長野県建設業協会） 
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建設部河川課

（金額：千円）

箇所数 被害額 箇所数 被害額 箇所数 被害額 箇所数 被害額 箇所数 被害額

県 0 0 0 0 1 50,000 0 0 1 50,000

市町村 0 0 0 0 3 18,000 0 0 3 18,000

小計 0 0 0 0 4 68,000 0 0 4 68,000

県 21 667,000 1 30,000 19 681,300 0 0 41 1,378,300

市町村 8 98,000 0 0 67 701,700 0 0 75 799,700

小計 29 765,000 1 30,000 86 1,383,000 0 0 116 2,178,000

県 64 3,698,000 2 70,000 28 1,000,000 1 10,000 95 4,778,000

市町村 4 58,000 0 0 127 2,792,700 1 30,000 132 2,880,700

小計 68 3,756,000 2 70,000 155 3,792,700 2 40,000 227 7,658,700

県 85 1,520,000 1 20,000 15 4,720,000 0 0 101 6,260,000

市町村 8 339,000 0 0 70 3,154,000 1 400,000 79 3,893,000

小計 93 1,859,000 1 20,000 85 7,874,000 1 400,000 180 10,153,000

県 2 50,000 0 0 2 50,000 0 0 4 100,000

市町村 0 0 0 0 5 120,000 0 0 5 120,000

小計 2 50,000 0 0 7 170,000 0 0 9 220,000

172 5,935,000 4 120,000 65 6,501,300 1 10,000 242 12,566,300

20 495,000 0 0 272 6,786,400 2 430,000 294 7,711,400

192 6,430,000 4 120,000 337 13,287,700 3 440,000 536 20,277,700

改良復旧事業予定箇所

路・河川名

（一）青木川

（主）天竜公園阿智線

（金額：千円）

令和2年6,7月梅雨前線豪雨　公共土木施設災害被害報告一覧　　　　　　

被災年月日別、県・市町村別

工種別

合計

合計

県工事計

市町村工事計

7／15～16

令和2年7月22日　10時現在

　6／11～15

6／30～7／1

7／4～8

7／10～12 

河川 砂防 道路 橋梁

市町村名

大鹿村

泰阜村

箇所名 復旧内容

唐沢

唐笠

護岸工、床止工、水制工

法面復旧工、拡幅改良工

200,000

300,000

改良費

150,000

150,000

災害費

県資料７
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建設部河川課

令和2年7月22日　10時現在 （金額：千円）

箇所数 被害額 箇所数 被害額 箇所数 被害額 箇所数 被害額 箇所数 被害額

県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村 0 0 0 0 3 28,500 1 30,000 4 58,500

小計 0 0 0 0 3 28,500 1 30,000 4 58,500

県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

県 4 170,000 1 50,000 3 150,000 1 10,000 9 380,000

市町村 0 0 0 0 7 107,000 0 0 7 107,000

小計 4 170,000 1 50,000 10 257,000 1 10,000 16 487,000

県 116 2,994,000 1 30,000 35 5,521,300 0 0 152 8,545,300

市町村 17 442,000 0 0 165 5,235,700 1 400,000 183 6,077,700

小計 133 3,436,000 1 30,000 200 10,757,000 1 400,000 335 14,623,000

県 21 331,000 1 20,000 5 150,000 0 0 27 501,000

市町村 2 45,000 0 0 11 267,000 0 0 13 312,000

小計 23 376,000 1 20,000 16 417,000 0 0 40 813,000

県 12 1,825,000 1 20,000 2 80,000 0 0 15 1,925,000

市町村 0 0 0 0 2 60,000 0 0 2 60,000

小計 12 1,825,000 1 20,000 4 140,000 0 0 17 1,985,000

県 0 0 0 0 1 10,000 0 0 1 10,000

市町村 0 0 0 0 1 5,000 0 0 1 5,000

小計 0 0 0 0 2 15,000 0 0 2 15,000

県 6 165,000 0 0 5 120,000 0 0 11 285,000

市町村 0 0 0 0 8 166,000 0 0 8 166,000

小計 6 165,000 0 0 13 286,000 0 0 19 451,000

県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村 0 0 0 0 1 10,000 0 0 1 10,000

小計 0 0 0 0 1 10,000 0 0 1 10,000

県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村 0 0 0 0 3 7,200 0 0 3 7,200

小計 0 0 0 0 3 7,200 0 0 3 7,200

県 11 400,000 0 0 12 420,000 0 0 23 820,000

市町村 1 8,000 0 0 66 780,000 0 0 67 788,000

小計 12 408,000 0 0 78 1,200,000 0 0 90 1,608,000

県 2 50,000 0 0 2 50,000 0 0 4 100,000

市町村 0 0 0 0 5 120,000 0 0 5 120,000

小計 2 50,000 0 0 7 170,000 0 0 9 220,000

172 5,935,000 4 120,000 65 6,501,300 1 10,000 242 12,566,300

20 495,000 0 0 272 6,786,400 2 430,000 294 7,711,400

192 6,430,000 4 120,000 337 13,287,700 3 440,000 536 20,277,700

改良復旧事業予定箇所

路・河川名

（一）青木川

（主）天竜公園阿智線

令和２年６月～７月の大雨による被害状況

橋梁 合計

木曽建設事務所

事務所別、県・市町村別
河川 砂防 道路

佐久建設事務所

上田建設事務所

諏訪建設事務所

伊那建設事務所

飯田建設事務所

（金額：千円）

市町村名 箇所名 復旧内容 災害費 改良費

北信建設事務所

県工事合計

市町村工事合計

合計

松本建設事務所

安曇野建設事務所

大町建設事務所

千曲建設事務所

須坂建設事務所

長野建設事務所

大鹿村 唐沢 護岸工、床止工、水制工 200,000 180,000

泰阜村 唐笠 法面復旧工、拡幅改良工 300,000 180,000
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 農政部  
 

令和２年７月豪雨等による農地・農業用施設の被害状況について （第１報） 

令和２年７月 14 日 17 時現在 

１  農地・農業用施設の被害状況                                        

28 市町村において、水田畦畔の崩落等による農地の被害 222 箇所、水路・道路法面の

崩落、頭首工の損壊等による農業用施設の被害 128 箇所、計 350 箇所、５億８千万円余

の被害を確認。引き続き、市町村と連携して被害状況調査を実施。 

２  管内別被害状況                                                 

                     （単位：箇所、千円） 

地 域 

振興局 

被災 

市町 

村数 

市町村名 
農地 農業用施設 合計 

 

うち 

6 月 30 日～ 

7 月 1 日豪雨 

箇所 被害額 箇所 被害額 箇所 被害額 箇所 被害額 

佐 久 1 立科町 9 3,000 10 5,000 19 8,000 － － 

上 田 1 東御市 2 4,000 － － 2 4,000 － － 

上伊那 1 中川村 8 8,000 － － 8 8,000 8 8,000 

 

 

 

 

 

南信州 

 

 

 

 

 

12 

飯田市 

松川町 

阿南町 

阿智村 

平谷村 

根羽村 

下條村 

売木村 

泰阜村 

喬木村 

豊丘村 

大鹿村 

 

 

 

 

 

88 

 

 

 

 

 

187,000 

 

 

 

 

 

34 

 

 

 

 

 

96,000 

 

 

 

 

 

122 

 

 

 

 

 

283,000 

 

 

 

 

 

98 

 

 

 

 

 

204,000 
阿智村 

平谷村 

以外の 

10 市町村 

 

 

木 曽 3 
上松町 

南木曽町 

木曽町 
13 14,000 9 15,000 22 29,000 － － 

松 本 3 
安曇野市 

生坂村 

筑北村 
13 14,000 11 84,000 24 98,000 － － 

北ｱﾙﾌﾟｽ 2 
大町市 

池田町 
3 5,000 1 8,000 4 13,000 － － 

長 野 4 

長野市 

千曲市 

飯綱町 

小川村 

78 81,000 60 57,000 138 138,000 － － 

北 信 1 栄村 8 5,000 3 2,000 11 7,000 － － 

計 28 
 

222 321,000 128 267,000 350 588,000 106 212,000 
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令和2年7月豪雨による林務関係被害状況

令和2年7月21日12時現在

１　概要

２　被害状況

　　治山被害110箇所、林道被害84路線336箇所で発生。

　　市町村別の被害内訳は下記のとおり。

〇治山被害

地域振興局 市町村 箇所数
公共災害事業
対応予定箇所数

佐久 小諸市 1 山腹崩壊

諏訪市 1 山腹崩壊

岡谷市 1 山腹崩壊

茅野市 1 山腹崩壊

伊那市 7 4 山腹崩壊・土石流

駒ケ根市 1 土石流

辰野町 3

飯島町 2 山腹崩壊

南箕輪村 1 山腹崩壊

中川村 10 2 山腹崩壊・土石流

飯田市 8 3 山腹崩壊・土石流

高森町 1 山腹崩壊

阿南町 2 1 土石流

阿智村 3

売木村 1 土石流

天龍村 2 山腹崩壊

泰阜村 1 山腹崩壊

喬木村 7 1 山腹崩壊・土石流

豊丘村 5 1 山腹崩壊

大鹿村 6 山腹崩壊

木曽町 11 4 山腹崩壊・土石流

上松町 2 山腹崩壊

木祖村 1 1 土石流

松本市 4 1 土石流

塩尻市 1

生坂村 6 3 土石流

筑北村 2

大町市 2 山腹崩壊

池田町 1

長野市 11 5 山腹崩壊

飯綱町 1 山腹崩壊

小川村 3 2 山腹崩壊

北信 栄村 1

110 28

長野県林務部

　　令和２年６月30日からの大雨により、上伊那、南信州、木曽地域を中心に多数の山地
災害が発生している。

被害状況

諏訪

上伊那

南信州

木曽

松本

北アルプス

長野

計33（11市8町14村）
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〇林道被害

地域振興局 市町村 路線数 箇所数
林道災害査定
予定箇所数

伊那市 4 14 1 路肩決壊

駒ケ根市 2 6 法面崩壊

飯島町 3 9 1

中川村 4 18 3 路肩決壊・法面崩壊

飯田市 4 6 路肩決壊

松川町 3 11 1 土砂流出

高森町　 1 1 1

阿南町 2 7 1 土砂流出

阿智村 4 9 1 土砂流出

根羽村 3 8 2 法面崩壊

下條村 1 6 1 路肩決壊

売木村 1 4 1 路肩決壊

天龍村 3 11 5 路肩決壊・法面崩壊

泰阜村 1 1 路肩決壊

喬木村 2 13 土砂流出

豊丘村 3 25 6 路肩決壊

大鹿村 4 21 7 路肩決壊・法面崩壊

木曽町 4 19 4 路肩決壊

上松町 2 6 1 路肩決壊

南木曽町 1 3 1 土砂流出

木祖村 2 6 1 路肩決壊

大桑村 1 2 土砂流出

松本市 7 34 2 路肩決壊

生坂村 3 15 法面崩落

朝日村 6 39 1

長野市 8 27 路肩決壊

千曲市 1 9 1

小川村 3 3

飯山市 1 1 路肩決壊

木島平村 1 2 路肩決壊

被害状況

上伊那

南信州

木曽

松本

長野

北信
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２建政技第 124 号  
令和２年(2020 年)７月 27 日  

 
建設部現地機関の長 様 
 
 

技術管理室長   
 
 
 

「災害時における応急対策業務に関する細目協定」に基づく体制確保について 
 
 
 

「災害時における応急対策業務に関する細目協定」については、平成９年８月２２

日付け「災害時における応急対策業務に関する基本協定」第５条に基づき、平成９年

度当時の各地方事務所長と社団法人長野県建設業協会各支部長が協議し定めている

ところです。 
応急対策業務の実施に当たっては、建設事務所等の長が協会各支部へ協力要請を行

うことが想定されますが、協力要請の連絡体制など細目協定に基づく体制が十分とら

れていないケースが見受けられます。 
つきましては、災害時における応急対策業務における迅速な対応が図られるよう、

協会各支部とも調整のうえ、年度毎における連絡体制を整えるとともに、担当区域及

び建設資機材等の把握を行うなど細目協定に基づく体制確保に努めていただくよう

よろしくお願いします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

建設政策課技術管理室 
（室長）青木謙通 
(企画班)関 貴幸 （基準指導班）今吉 聡 

電話 026-232-0111（内線 3327,3344） 
026-232-7294（直通：企画班） 
026-235-7323（直通：基準指導班） 

FAX  026-235-7482 
gijukan@pref.nagano.lg.jp 

 

県資料８ 
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